
 

様式第３号（第１３条関係） 

 

会議録 

会議の名称 臨時庁議 

開催日時 令和７年３月１７日（月） 午前９時６分から午前９時５０分まで 

開催場所 朝霞市役所 別館３階 市長公室 

出席者及び 

欠席者の 

職・氏名 

 

【出席者】 

松下市長、神田副市長、二見教育長、稲葉市長公室長、 

千葉危機管理監、須田総務部長、紺清市民環境部長、佐藤福祉部長、 

堤田こども・健康部長、松岡都市建設部長、 

村沢審議監兼まちづくり推進課長、田中会計管理者、 

益田上下水道部長、太田議会事務局長、小島学校教育部長、 

奥山生涯学習部長、神頭監査委員事務局長 

 

（事務局） 

櫻井市長公室次長兼政策企画課長、 

齋藤同課主幹兼課長補佐、染野同課政策企画係主事 

 

【欠席者】 

なし 

議題 １ 令和７年第１回朝霞市議会定例会提出議案 

会議資料 
（議題１） 

・令和７年第１回朝霞市議会定例会提出議案（議案第１号～議案第４１号） 

会議録の 

作成方針 

 □電磁的記録から文書に書き起こした全文記録 

 □電磁的記録から文書に書き起こした要点記録 

 ■要点記録 

 □電磁的記録での保管（保存年限   年） 

電磁的記録から文書に書き起こした場合の

当該電磁的記録の保存期間 

□会議録の確認後消去 

□会議録の確認後 か月 

会議録の確認方法  出席者の確認及び事務局の決裁 

傍聴者の数 ― 

その他の 

必要事項 
なし 
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  審議内容（発言者、発言内容、審議経過、結論等） 

 

【開会】 

 

 

【議題】 

１ 令和７年第１回朝霞市議会定例会提出議案 

 

【説明】 

（須田総務部長） 

 議案第１号 令和７年度（２０２５年度）朝霞市一般会計予算である。 

 第１条の歳入歳出の総額はそれぞれ５１３億２，３０３万２，０００円で昨年度当初

予算と比べ、１億２，１０３万２，０００円、０.２パーセントの増となる。 

 第２条の継続費は、コミュニセンター施設改修事業など５件を設定している。 

 第３条の債務負担行為は、農業近代化資金利子補給補助、市内循環バス運行事業損失

補償など、７件を設定している。 

 第４条の地方債は、コミュニティセンター施設改修事業など、１６件を設定している。 

 その他、第５条の一時借入金、第６条の歳出予算の流用について定めている。 

 歳入について 

 第１款の市税は、前年度比２.４パーセント増の２５０億７，０５０万７，０００円を

計上している。個人市民税では、納税義務者数の増加などにより増収している。法人市民

税では、前年度と同額を見込んでいる。また固定資産税では、新築家屋の増加などにより

増収と見込んでいる。 

 第２款の地方譲与税から第９款環境性能割交付金については、令和５年度決算額や令

和６年度実績、地方財政計画の伸び率により算定している。 

 第１０款の国有提供施設等所在市町村助成交付金は、令和５年度の実績に基づき、計

上している。 

 第１１款の地方特例交付金は、住宅ローン控除による減収分を計上している。 

 第１２款の地方交付税は、普通交付税は交付団体と見込み、計上している。特別交付税

は、令和５年度の実績に基づき、計上している。 

 第１４款の分担金及び負担金は、前年度比０.４パーセント増の５億９，９８３万 

４，０００円を計上した。 

 第１５款の使用料及び手数料は、前年度比２.１パーセント増の８億３，７６３万 

５，０００円を計上している。 

 第１６款の国庫支出金は、前年度比１２.８パーセント増の１２１億９，８９０万 

８，０００円を計上している。国庫支出金のうち、国庫負担金では、児童手当交付金など

が増額となる。また国庫補助金では、デジタル基盤改革支援補助金が増額となるほか、新

たに民生安定施設整備助成事業補助金などを計上している。 

 第１７款の県支出金は、前年度比２２.０パーセント増の４５億２，７８９万 

９，０００円を計上している。県支出金のうち県負担金では、障害者自立支援給付費負担

金などが増額となる。また県補助金では、放課後児童健全育成事業費補助金が増額とな

るほか、新たに、地域密着型サービス等整備助成事業費等補助金を計上している。県委託

金では、新たに、国勢調査委託金を計上している。 

 第１８款の財産収入は、前年度比２.７パーセント増の１億４，７０６万８，０００円

を計上している。 
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 第２０款の繰入金は、ふるさと応援基金繰入金、公共施設マネジメント基金繰入金な

どを計上し、６，１８５万４，０００円を計上している。 

 第２１款の繰越金は、前年度と同額の４億５，０００万円を計上している。 

 第２２款の諸収入は、前年度比５.５パーセント増の１３億１，０１９万４，０００円

を計上している。 

 第２３款の市債は、前年度比６８.２パーセント減の９億９，９８０万円の借り入れを

予定している。 

 歳出について 

 第１款の議会費は、前年度比２.０パーセント減の２億８，３１４万円を計上している。 

 第２款の総務費は、前年度比１５.６パーセント増の５２億７０７万５，０００円を計

上している。 

 第３款の民生費は、前年度比１１.２パーセント増の２９８億６，４５７万５，０００

円を計上している。 

 第４款の衛生費は、前年度比５.３パーセント増の３７億２，９６２万８，０００円を

計上し、第５款の労働費は、前年度比４.２パーセント増の１４８万円を計上している。 

 第６款の農林水産業費は、前年度比３２.０パーセント増の７，０８６万１，０００円

を計上している。 

第７款の商工費は、前年度比３.２パーセント減の１億６，３４２万１，０００円を計

上している。 

第８款の土木費は、前年度比３３.８パーセント減の２８億２，１５３万４，０００円

を計上している。 

第９款の消防費は、前年度０.３パーセント減の１６億２１２万２，０００円を計上し

ている。 

第１０款の教育費は、前年度比３２.７パーセント減の４５億５，８３９万３，０００

円を計上している。 

第１１款の公債費は、前年度比２.３パーセント減の２９億６，４７３万５，０００円

を計上している。 

第１２款の諸支出費は、災害援護資金貸付金、土地開発基金繰出金で６０６万 

８，０００円を計上している。 

第１３款の予備費は、前年度と同額の５，０００万円を計上している。 

 

（堤田こども・健康部長） 

 議案第２号 令和７年度（２０２５年度）朝霞市国民健康保険特別会計である。 

 歳入歳出それぞれ、１０６億８，３９９万８，０００ 円で、前年度当初予算と比較し

て、２.２パーセントの減となっている。 

 初めに、被保険者の状況は約２１，８００人を見込んでいる。 

 歳入について 

第１款の国民健康保険税は、医療給付費分、後期高齢者支援金分及び介護納付金分を

合わせ、２７億１，２９１万６，０００円を見込み、歳入総額の２５.４パーセントを

占めている。 

 第４款の県支出金は、普通交付金、特別交付金を合わせて、７０億２，４２５万 

８，０００円を計上している。 

第６款の繰入金は、一般会計繰入金、基金繰入金の合計で、２７億９，９３４万 

９，０００円となり、なお、令和７年度から税率改定を行うが、改定後においても埼

玉県が示す標準保険税率とは乖離があり、税収が不足することから、その他繰入金にお

いて、令和３年度以来となる赤字補填を行うための繰入金を計上している。そのほか、
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繰越金、諸収入などで１億４ ，７４７万５ ，０００円を計上している。 

 歳出について 

 第１款の総務費は、総務管理費、徴収費などで、５，４７８万７，０００円を計上し

ている。 

 第２款の保険給付費は、被保険者に対する療養給付事業、高額療養費支給事業など、

６９億２ ，４２０万８ ，０００円で、歳出総額の６４.８パーセントを占めている。 

第３款の国民健康保険事業費納付金は、埼玉県から市町村に示された３４億 

８ ，８２６万８，０００円を計上している。 

 第４款の保健事業費は、特定健康診査等事業などで、１億４ ，６７６万５ ，０００

円となる。そのほか、諸支出金などで、１億２ ，４７５万７ ，０００円となる。 

 

（佐藤福祉部長） 

 議案第３号 令和７年度（２０２５年度）朝霞市介護保険特別会計である。 

歳入歳出それぞれ９５億６，５４５万１，０００円で、前年度当初予算と比較して

４.８パーセントの増となる。また被保険者数等の状況は、６５歳以上の第１号保険者

数は、２８，８５１人を見込んでいる。 

 歳入について 

第１款の保険料は、６５歳以上の第１号被保険者の保険料で、２１億６，０９４万

１，０００円を見込み、前年度と比較して１.２パーセントの増となり、歳入総額の 

２２.６パーセントを占めている。 

第３款の国庫支出金は、介護給付費負担金や地域支援事業交付金など、負担金と交付

金を合わせ、１９億９，６２７万８，０００円、第４款の支払基金交付金は、社会保険

診療報酬支払基金から交付される介護給付費交付金など、２４億７，２８０万円、第５

款の県支出金は、介護給付費負担金と地域支援事業交付金、負担金と交付金を合わせ、

１３億７，６０５万６，０００円となる。 

 また、第７款の繰入金は、一般会計及び基金からの繰入金で、１５億５，９２６万

８，０００円を見込んでいる。 

歳出について 

第１款総務費第３項介護認定審査会費では、介護認定調査委託料８，０９９万 

８，０００円を計上するなど、総務管理費、徴収費、趣旨普及費を合わせ、１億６，７

６９万円を計上している。 

 第２款の保険給付費は、居宅介護等サービス給付事業、地域密着型介護サービス事

業、施設介護サービス給付事業などで、８８億５，１６４万９，０００円で、歳出総額

の９２.５パーセントを占め、前年度比５.２パーセントの増となる。 

 第３款の地域支援事業費は、介護予防・生活支援サービス事業、一般介護予防事業、

包括的支援事業、生活支援体制整備事業、認知症総合支援事業など、５億４，１１５万

２，０００円を計上しており、前年度と同額となる。このほか諸支出金は、３９５万

７，０００円、予備費は、１００万円となる。 

 

（堤田こども・健康部長） 

 議案第４号 令和７年度（２０２５年度）朝霞市後期高齢者医療特別会計である。 

歳入歳出それぞれ１８億４，２２３万７，０００円で、前年度当初予算と比較して、

１.０パーセントの増となる。初めに被保険者数は、１６，１５６人を見込んでいる。 

 歳入について 

第１款の後期高齢者医療保険料は、埼玉県後期高齢者医療広域連合による被保険者数

などの試算に基づき、１５億５，０５０万２，０００円を見込み、歳入総額の８４.２
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パーセントを占めている。 

第２款の繰入金は、事務費繰入金と保険基盤安定繰入金で、２億８，８９２万 

３，０００円を計上している。そのほか、繰越金、諸収入で、２８１万２，０００円を

計上している。 

 歳出について 

第１款の総務費は、一般管理費と徴収費で、２，４５６万８，０００円を計上してい

る。 

第２款の後期高齢者医療広域連合納付金は、市で徴収した後期高齢者医療保険料と保

険基盤安定負担金などを合わせて、埼玉県後期高齢者医療広域連合に納付するもので、

１８億１，３９５万７，０００円を計上し、歳出総額の９８.５パーセントを占めてい

る。そのほか、諸支出金及び予備費で、３７１万２，０００円を計上している。 

 

（益田上下水道部長） 

議案第５号 令和７年度（２０２５年度） 朝霞市水道事業会計予算である。 

まず、業務の予定量について、給水戸数は、７万１，４００戸、年間総給水量は、

１，５５０万４，０００立方メートルである。年間総給水量のうち県水受水量は、 

１，０８５万２，８００立方メートルで、受水率は、７０.０パーセントである。 

収入の事業収益について 

２６億５，１２１万９，０００円を見込んでおり、前年度当初予算と比較して０.２

パーセントの減となる。 

主なものは、水道料金で、２１億７，２７８万６，０００円を見込んでいる。支出の

事業費は、２３億９，４１５万８，０００円を見込んでいる。前年度当初予算と比較す

ると、０.１パーセントの増となる。主なものは、県水受水費、減価償却費などを計上

している。 

資本的収入及び支出の概要について 

資本的収入は、６億９，０７１万３，０００円を見込んでいる。前年度当初予算と比

較して、１.２パーセントの増となっており、主なものは、企業債である。 

資本的支出は、１７億７，０９３万３，０００円で、前年度当初予算と比較して、

６.１パーセントの減となり、建設改良事業のほか、企業債償還金などを計上してい

る。なお、資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額は、当年度分損益勘定留保

資金等で補てんするものである。 

継続費は、泉水浄水場遠方監視設備更新事業のほか、１件の継続費を設定するもので

ある。 

企業債は、水道施設耐震化事業、電気設備更新事業、あわせて、６億６，９００万円

を借入限度額としている。 

一時借入金は、５億円の限度額を定めている。 

 

（益田上下水道部長） 

議案第６号 令和７年度（２０２５ 年度） 朝霞市下水道事業会計予算である。 

業務の予定量について 

水洗化世帯数は、６万９，２８０世帯、年間有収水量は、１，４６１万４，０００立

方メートルとなる。 

収益的収入及び支出について 

収入の事業収益は、２０億８，３２７万１，０００円を見込んでいる。前年度当初予

算と比較して、０.７パーセントの増となる。主なものは、下水道使用料で、９億 

８，１１４万２，０００円のほか、雨水処理に係る負担金などを計上している。 
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支出の事業費は、２０億８，３２７万１，０００円を見込んでいる。前年度当初予算

と比較して、０.７パーセントの増となる。主なものは、流域下水道維持管理費、減価

償却費などを計上している。 

資本的収入及び支出について 

資本的収入は８億５，００６万６，０００円を見込んでいる。前年度当初予算と比較

して、１.８パーセントの増となる。企業債及び国庫補助金などを計上している。 

資本的支出は、１２億４，７１０万１，０００円で、前年度当初予算と比較して、

３.５パーセントの減となる。建設改良事業のほか、企業債償還金などを計上してい

る。 

なお、資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額は、当年度分損益勘定留保資

金等で補てんするものである。 

債務負担行為は、水洗便所改造資金融資あっせん制度にともなう損失補償、利子補給

補助を設定している。 

企業債は、公共下水道事業、流域下水道事業、あわせて、６億５，８６０万円を借入

限度額としている。最後に、一時借入金は、５億円の限度額を定めている。 

 

（須田総務部長） 

議案第７号 令和６年度（２０２４年度）朝霞市一般会計補正予算第１１号である。 

 今回の補正額は、歳入歳出それぞれ３億６，７７７万１，０００円の増額で、累計額

は、５６９億３５１万８，０００円となる。 

 第２条の継続費補正は、男女平等推進行動計画策定事業など６事業は、総額及び年割

額を変更するものとなる。 

 第３条の繰越明許費補正は、防災対策用備品購入事業など１０事業は、年度内に完了

することが困難なため、翌年度に繰り越すほか、認定こども園整備費補助事業を廃止す

るものとなる。 

 第４条の地方債補正は、駅東通線整備事業などについて借入限度額の変更を行うほ

か、保育所等整備費補助事業を廃止するものとなる。 

 歳入について 

地方譲与税及び地方消費税交付金などの県からの交付金は、交付実績を基に積算した

決算見込額により補正している。地方交付税は、国の補正予算に伴い、増額交付された

ことから、２億６，０６５万９，０００円増額している。 

 国庫支出金は、新たに地方経済・生活環境創生交付金などを計上するほか、子どもの

ための教育・保育給付交付金や子ども・子育て支援交付金などを増額する一方、就学前

教育・保育施設整備交付金などを減額することにより、５，９２７万２，０００円減額

している。 

 県支出金は、低年齢児保育促進・障害児保育事業補助金などを減額する一方、子ども

のための教育・保育給付費負担金などを増額することにより、７，２１２万８，０００

円増額している。 

 財産収入は、公共施設マネジメント基金利子などの預金利子を増額することにより、

４６３万円増額している。 

寄附金は、民生費指定寄附金などで、１４８万２，０００円計上している。 

 繰入金は、国民健康保険特別会計繰入金を増額することにより、２０９万円増額して

いる。 

諸収入は、新たに埼玉県後期高齢者医療広域連合医療費負担金精算金を計上すること

により、４，００９万６，０００円増額している。 

市債は、公園施設長寿命化対策事業債を増額する一方、保育所等整備費補助事業債な
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どを減額することにより、１億６，６１０万円減額している。 

 歳出について 

総務費は、住民情報システム借上料などを減額する一方、新たに防災対策用備品購入

費を計上するほか、財政調整基金積立金などを増額することにより、３億７，１３９万

９，０００円増額している。 

 民生費は、子どものための教育・保育給付負担金などを増額する一方、保育所等整備

費補助金などを減額することにより、４７５万４，０００円減額している。 

 土木費は、みどりのまちづくり基金積立金を増額することにより、６５万１，０００

円増額している。 

 教育費は、学校施設長寿命化計画策定委託料を減額する一方、小学校における校用器

具購入費を増額することにより、１万２，０００円増額している。 

 

（堤田こども・健康部長） 

議案第８号 令和６年度（２０２４年度）朝霞市国民健康保険特別会計補正予算第３

号である。 

今回の補正額は、歳入歳出それぞれ２１９万７，０００円の増額で、これを含めた累

計額は、１１０億１，７６９万２，０００円となる。 

歳入について 

第１款の国民健康保険税は、調定額及び収納率の見込みにより、１億４０３万 

７，０００円減額している。 

第３款の国庫支出金は、災害臨時特例補助金を７万５，０００円増額するほか、新た

に社会保障・税番号制度システム整備費等補助金を５９４万円計上している。 

第５款の財産収入は、基金の利子として、１０万７，０００円を増額している。 

第６款の繰入金は、県からの決定通知等に基づき、保険基盤安定繰入金など、一般会

計繰入金を３００万７，０００円増額するほか、この補正予算における歳入歳出の差し

引き額を財政調整基金から繰り入れるため、基金繰入金として、９，７１０万 

５，０００円を増額している。 

歳出について 

第６款の基金積立金は、財政調整基金等の利子として、１０万７，０００円を積み立

てるものとなる。 

第８款の諸支出金は、国庫補助金の額が確定したことにともない、システム改修費用

として、一時的に一般会計から繰入れていた額を一般会計操出金として支出するため、

２０９万円を増額するものとなる。 

 

（堤田こども・健康部長） 

議案第９号 令和６年度（２０２４年度）朝霞市後期高齢者医療特別会計補正予算第

３号である。 

 今回の補正額は、歳入歳出それぞれ１，７５５万５，０００円の減額で、これを含め

た累計額は、１８億１，００１万２，０００円となる。 

 歳入について 

第２款の繰入金は、保険基盤安定負担金の確定により、１，７５５万５，０００円を

減額している。 

歳出について 

第２款の後期高齢者医療広域連合納付金は、同様に保険基盤安定負担金の確定によ

り、１，７５５万５，０００円を減額するものとなる。 
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（稲葉市長公室長） 

議案第１０号 朝霞市個人番号の利用に関する条例及び朝霞市税条例の一部を改正す

る条例である。 

 改正内容は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律の改正が生じ、項ずれが生じたため、所要の改正を行うものである。 

 なお、これらの改正は、令和７年４月１日から施行したいと考えている。 

 

（須田総務部長） 

議案第１１号 職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部を改正する条例で

ある。 

 改正内容は、育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法

律の改正に伴い、子の看護休暇の取得事由の拡大のほか、育児のための所定外労働の制

限の対象職員の拡大や仕事と介護の両立支援制度に関する周知の強化等を行うものであ

る。 

 なお、これらの改正のうち、育児のための所定外労働の制限の対象職員の拡大に関

し、改正後対象となる職員が施行日前に請求を行うことができるようにするための規定

は公布の日から、その他の改正は令和７年４月１日から施行したいと考えている。 

 

（須田総務部長） 

議案第１２号 市長及び副市長の給与等に関する条例等の一部を改正する条例であ

る。 

改正内容は、令和６年１０月７日に朝霞市特別職報酬等審議会から出された答申を踏

まえ、議会の議員の議員報酬の額並びに市長、副市長及び教育長の給料の額を引き上げ

る改正を行うものである。 

なお、これらの改正は、令和７年４月１日から施行したいと考えている。 

 

（須田総務部長） 

議案第１３号 朝霞市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例である。 

改正内容は、令和６年８月８日に行われた人事院勧告の趣旨を踏まえ、職務や職責を

より重視した給料体系となるよう給料表を改定するとともに、５５歳を超える職員及び

行政職給料表の７級以上である職員の昇給基準を改めるものである。 

また、配偶者に係る扶養手当の廃止、子に係る扶養手当の引上げ、通勤手当の支給限

度額の引上げ、管理職員特別勤務手当の支給対象の拡充、住居手当の支給対象の拡充を

するものである。 

なお、これらの改正は、令和７年４月１日から施行したいと考えている。 

 

（松岡都市建設部長） 

議案第１４号 朝霞市手数料徴収条例の一部を改正する条例である。 

 改正内容は、建築基準法及び建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律の改

正に伴い、必要な事項について規定を整備するものである。 

 なお、この改正は、令和７年４月１日から施行したいと考えている。 

 

（堤田こども・健康部長） 

議案第１５号 朝霞市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例である。 

 改正内容は、国において家庭的保育事業の設備及び運営に関する基準が改正されたこ
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とに伴い、連携施設を確保しないことができる経過措置を５年間延長するほか、栄養士

法の改正に伴う改正など、所要の改正を行うものである。 

 なお、これらの改正は、令和７年４月１日から施行したいと考えている。 

 

（堤田こども・健康部長） 

議案第１６号 朝霞市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基

準を定める条例の一部を改正する条例である。 

 改正内容は、国において特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定こど

も子育て支援施設等の運営に関する基準が改正することに伴い、連携施設を確保しない

ことができる経過措置を５年間延長するほか、所要の改正を行うものである。 

 なお、これらの改正は、令和７年４月１日から施行したいと考えている。 

 

（佐藤福祉部長） 

議案第１７号 朝霞市地域包括支援センターにおける包括的支援事業の実施に関する

基準を定める条例の一部を改正する条例である。 

 改正内容は、介護保険法施行規則の改正に伴い、地域包括支援センターに配置する３

職種の職員は常勤職員を配置することになるが、人材確保が困難な場合は、地域包括支

援センター運営協議会が必要と認めるときは、常勤換算の方法により、職員配置基準を

満たすことができ、それらの改正を行うものである。 

なお、この改正は、公布の日から施行したいと考えている。 

 

（千葉危機管理監） 

議案第１８号 朝霞市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部を

改正する条例である。 

 改正内容は、消防団員等公務災害補償等責任共済等に関する法律施行令の改正に伴

い、所要の改正を行うものである。 

 なお、この改正は、令和７年４月１日から施行したいと考えている。 

 

（松岡都市建設部長） 

議案第１９号 市道路線の廃止についてである。 

 今回廃止する路線は、あずま南地区土地区画整理事業に伴い、当該路線の機能を代替

する道路が新たに築造される予定のため、廃止するものである。 

 

（神頭監査委員事務局長） 

議案第２０号 公平委員会委員選任に関する同意を求めることについてである。 

市の公平委員会委員のうち、川島宏氏の任期が令和７年６月２７日をもって満了とな

るが、同氏を再び委員に選任いたしたく、ここに提案する次第である。 

 

（神頭監査委員事務局長） 

議案第２１号 固定資産評価審査委員会委員選任に関する同意を求めることについて

である。 

市の固定資産評価審査委員会委員のうち、鈴木康宏氏の任期が令和７年６月２７日を

もって満了となるが、同氏を再び委員に選任いたしたく、ここに提案する次第である。 

 

（紺清市民環境部長） 

議案第２２号 農業委員会委員任命に関する同意を求めることについてである。 
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市の農業委員会委員は、令和７年３月３１日をもって任期満了となるが、髙野正芳氏

を再び委員に任命いたしたく、ここに提案する次第である。 

 

（紺清市民環境部長） 

議案第２３号 農業委員会委員任命に関する同意を求めることについてである。 

市の農業委員会委員は、令和７年３月３１日をもって任期満了となるが、高橋隆氏を

再び委員に任命いたしたく、ここに提案する次第である。 

 

（紺清市民環境部長） 

議案第２４号 農業委員会委員任命に関する同意を求めることについてである。 

市の農業委員会委員は、令和７年３月３１日をもって任期満了となるが、橋本広明氏

を再び委員に任命いたしたく、ここに提案する次第でございます。 

 

（紺清市民環境部長） 

議案第２５号 農業委員会委員任命に関する同意を求めることについてである。 

市の農業委員会委員は、令和７年３月３１日をもって任期満了となるが、富岡勇一氏

を再び委員に任命いたしたく、ここに提案する次第である。 

 

（紺清市民環境部長） 

議案第２６号 農業委員会委員任命に関する同意を求めることについてである。 

市の農業委員会委員は、令和７年３月３１日をもって任期満了となるが、石原実氏を

再び委員に任命いたしたく、ここに提案する次第である。 

 

（紺清市民環境部長） 

議案第２７号 農業委員会委員任命に関する同意を求めることについてである。 

市の農業委員会委員は、令和７年３月３１日をもって任期満了となるが、髙野政江氏

を再び委員に任命いたしたく、ここに提案する次第である。 

 

（紺清市民環境部長） 

議案第２８号 農業委員会委員任命に関する同意を求めることについてである。 

市の農業委員会委員は、令和７年３月３１日をもって任期満了となるが、須田哲也氏

を再び委員に任命いたしたく、ここに提案する次第である。 

 

（紺清市民環境部長） 

議案第２９号 農業委員会委員任命に関する同意を求めることについてである。 

市の農業委員会委員は、令和７年３月３１日をもって任期満了となるが、蕪木勝美氏

を再び委員に任命いたしたく、ここに提案する次第である。 

 

（紺清市民環境部長） 

議案第３０号 農業委員会委員任命に関する同意を求めることについてである。 

市の農業委員会委員は、令和７年３月３１日をもって任期満了となるが、渡邊忠氏を

再び委員に任命いたしたく、ここに提案する次第である。 

 

（紺清市民環境部長） 

議案第３１号 農業委員会委員任命に関する同意を求めることについてである。 

市の農業委員会委員は、令和７年３月３１日をもって任期満了となるが、髙𣘺秀明氏
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を再び委員に任命いたしたく、ここに提案する次第である。 

 

（紺清市民環境部長） 

議案第３２号 農業委員会委員任命に関する同意を求めることについてである。 

市の農業委員会委員は、令和７年３月３１日をもって任期満了となるが、秋山磨弥氏

を再び委員に任命いたしたく、ここに提案する次第である。 

 

（紺清市民環境部長） 

議案第３３号 農業委員会委員任命に関する同意を求めることについてである。 

市の農業委員会委員は、令和７年３月３１日をもって任期満了となるが、千田理恵子

氏を再び委員に任命いたしたく、ここに提案する次第である。 

 

（紺清市民環境部長） 

議案第３４号 農業委員会委員任命に関する同意を求めることについてである。 

市の農業委員会委員は、令和７年３月３１日をもって任期満了となるので、新たに抜

井嘉市氏を委員に任命いたしたく、ここに提案する次第である。現在、不動産賃貸業と

して御活躍されている。 

 

（紺清市民環境部長） 

議案第３５号 農業委員会委員任命に関する同意を求めることについてである。 

市の農業委員会委員は、令和７年３月３１日をもって任期満了となるので、新たに小

寺哲雄氏を委員に任命いたしたく、ここに提案する次第である。２６年間にわたり農業

に従事されているほか、埼玉県農業共済組合総代として御活躍されている。 

 

（紺清市民環境部長） 

議案第３６号 農業委員会委員任命に関する同意を求めることについてである。 

市の農業委員会委員は、令和７年３月３１日をもって任期満了となるので、新たに髙

木清氏を委員に任命いたしたく、ここに提案する次第である。現在、不動産管理業とし

て御活躍されている。 

 

（紺清市民環境部長） 

議案第３７号 農業委員会委員任命に関する同意を求めることについてである。 

市の農業委員会委員は、令和７年３月３１日をもって任期満了となるので、新たに浅

川明彦氏を任命いたしたく、ここに提案する次第である。１０年間にわたり農業に従事

されているほか、あさか野農業協同組合溝沼第二支部の支部長として御活躍されまし

た。 

 

（紺清市民環境部長） 

議案第３８号 農業委員会委員任命に関する同意を求めることについてである。 

市の農業委員会委員は、令和７年３月３１日をもって任期満了となるので、新たに増

田恵子氏を委員に任命いたしたく、ここに提案する次第である。４４年間にわたり農業

に従事されている。 

 

（紺清市民環境部長） 

議案第３９号 農業委員会委員任命に関する同意を求めることについてである。 

市の農業委員会委員は、令和７年３月３１日をもって任期満了となるので、新たに飯
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倉文雄氏を委員に任命いたしたく、ここに提案する次第である。２７年間農業に従事さ

れているほか、土地家屋調査士として御活躍されている。 

 

（紺清市民環境部長） 

議案第４０号 農業委員会委員任命に関する同意を求めることについてである。 

市の農業委員会委員は、令和７年３月３１日をもって任期満了となるので、新たに野

島淳氏を委員に任命いたしたく、ここに提案する次第である。現在、不動産業として御

活躍されている。 

 

（紺清市民環境部長） 

議案第４１号 農業委員会委員任命に関する同意を求めることについてである。 

市の農業委員会委員は、令和７年３月３１日をもって任期満了となるので、新たに德

生茂剛氏を委員に任命いたしたく、ここに提案する次第である。１７年間にわたり農業

に従事されているほか、朝霞市農業青年クラブ会員として御活躍されている。 

 

【意見等】 

 なし 

 

【結果】 

提案のとおり、決定する。 

 

【閉会】 

 
 


